
費用進行基準
による振替額

運営費交付
金収益

893¶543¶854 {費用進行基準を採用した業務：全ての業務

資産見返運
営費交付金

5¶265¶750

|当該業務に係る損益等

資本剰余金 0

ア）損益計算書に計上した費用の額：
893¶543¶854円

計 898¶809¶604

（役職員人件費 650¶768¶088円、研究活動
80¶157¶259円、研修事業43¶213¶929円、教育相
談活動6¶261¶110円、情報普及活動75¶297¶979
円、一般管理費37¶845¶489円）

イ）固定資産の取得額：5¶265¶750円

（業務用器具備品等619¶500円）

会計基準第81第３項による
振替額

0

合 計 898¶809¶604

^ 運営費交付金債務残高の明細

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画

業務達成基準
を採用した業
務に係る分

0
`（業務達成基準を採用した業務は無い）

期間進行基準
を採用した業
務に係る分

0
`（期間進行基準を採用した業務は無い）

平成24年度

費用進行基準
を採用した業
務に係る分

39¶783¶396 {費用進行基準を採用した業務：全ての業務

|運営費交付金債務残高の発生理由は、主に研究
所で確保した自己都合退職手当の残高及び入札
差額が生じたことによる経費の減によるもので
あり、\国や教育現場等の喫緊の課題に対応し
た研究の実施、]平成25年度の自己都合退職者
の退職手当、^施設の修繕費用に充てるものと
する。

}翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高
については、翌事業年度において収益化する予
定である。

計 39¶783¶396

運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細
{ 施設費の明細 （単位：円）

区 分 当期交付額

左 の 会 計 処 理 内 訳

摘 要
建設仮勘定
見返施設費 資本剰余金 そ の 他

消防用設備更新工事 19¶467¶000 0 19¶467¶000 0

計 19¶467¶000 0 19¶467¶000 0

役員及び職員の給与の明細
（単位：千円）

区 分
報 酬 又 は 給 与 退 職 手 当

支 給 額 支 給 人 員 支 給 額 支 給 人 員

役 員
千円 名 千円 名

(408) (2) (`) (`)
27¶575 2 10¶725 1

職 員
千円 名 千円 名

(40¶879) (18) (`) (`)
456¶631 63 94¶093 6

合 計
千円 名 千円 名

(41¶287) (20) (`) (`)
484¶206 65 104¶818 7
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（注記事項）
１．役員給与の支給基準の概要
\ 役員の給与は、常勤の役員については、俸給、特別調整手当、通勤手当及び特別手当とし、
非常勤の役員については、非常勤役員手当とする。

] 俸給、特別調整手当及び通勤手当は、その月の月額の全額を毎月17日に支給する。
特別手当は、６月30日及び12月10日に支給する。

^ 常勤役員の平成25年３月末現在の俸給月額は、理事長912¶000円、理事776¶000円であるが、
国家公務員の給与改定及び臨時特例等に関する法律に準拠し、支給額は理事長822¶898円、理
事700¶185円。なお、本措置は平成26年３月31日まで実施する。

_ 非常勤役員の役員手当の月額は、17¶000円。
２．職員給与の支給基準の概要
\ 職員の給与は、基本給（俸給及び扶養手当）及び諸手当（管理職手当、調整手当、初任給調
整手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、超過勤務手当、休日給、管理職員特別勤務手当、
期末手当及び勤勉手当とする。

] 俸給、扶養手当、管理職手当、調整手当、初任給調整手当、住居手当、通勤手当及び単身赴
任手当は、その月の月額の全額を毎月17日に、超過勤務手当、休日給及び管理職員特別勤務手
当は、その月の分を翌月17日に支給する。
期末手当は、６月30日及び12月10日に支給する。
勤勉手当は、６月30日及び12月10日に支給する。

^ 職員の受ける俸給は、独立行政法人国立特別支援教育総合研究所に勤務する職員の勤務時
間・休暇等に関する規程に定める正規の勤務時間による勤務に対する報酬であって、職務の複
雑、困難及び責任の度に基づき、かつ、勤務の強度、勤務時間、勤務環境その他の勤務条件を
考慮して、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95号）の適用を受ける職員の例
に準拠し俸給表において定める級及び号俸により決定する。なお、国家公務員の給与の改定及
び臨時特例に関する法律に準拠した措置を平成26年３月31日まで実施する。

３．退職手当の支給基準の概要
役職員の退職手当については、本研究所役員及び職員退職手当規程に基づき支給している。な
お、平成25年１月から、国家公務員の退職手当の支給水準引下げ等について（平成24年８月７日
閣議決定）に準拠した措置を実施している。
４．中期計画においては、法定福利費等を含めて予算上の人件費としているが、上記明細には法定
福利費等は含まれていない。
５．職員の給与の支給人員数は、年間平均支給人員（１人未満四捨五入）である。
６．非常勤の役員及び職員に係わるものは、上段括弧書外数で記載している。
重要な債務負担行為の明細 該当なし。›
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